
20年以上勤務した会社を勧奨退職することになり、公共職業安定所（ハロー
ワーク）に対し、雇用保険に関する離職手続を行ったところ、ハローワークか
ら「雇用保険の被保険者資格取得日は、会社入社日の約2年後の日付のため、被
保険者期間は20年に満たない。」と説明された。その後、入社後3か月目以降の
給与明細書が出てきたので、ハローワークにそれを見せたところ、「給与明細
書を基に入社後3か月目から被保険者期間として認められると考えるが、それで
も被保険者期間は20年には満たない。」と説明された。
このままだと、失業中に給付される雇用保険の求職者給付の基本手当（いわゆ

る通常の失業給付。以下「失業給付」という。）の給付期間については、被保
険者期間が20年以上の場合の240日でなく、20年未満の場合の210日になる。雇
用保険の被保険者資格取得日について、会社入社日にならないか。



相談者に対し、ⅰ)会社に20年以上前の相談者の雇用保険料の納付記録があるか
どうかを確認するよう説明し、また、その記録が不明な場合は、ⅱ)日本年金機
構に厚生年金等の被保険者資格取得日を照会するよう説明しました。
その結果、ⅰ)会社に雇用保険料の納付記録は残っていなかったが、ⅱ)厚生年

金等の被保険者資格取得日については、会社入社日であることが判明しました。
このことから、行政相談委員は自身の社会保険労務士としての経験も踏まえ、相
談者に次の①から③のとおり説明等を行いました。
① ⅰ) 厚生年金等の被保険者資格取得日が会社入社日であること、ⅱ)本人保
管の入社後3か月目以降の給与明細書に雇用保険料が控除されていることにより、
ハローワークで雇用保険の被保険者資格取得日を入社日に訂正してもらえると
思われることを説明しました。

② 手続については、ⅰ）雇用保険被保険者資格取得（喪失）届の訂正願いによ
り、雇用保険の被保険者資格取得日を訂正できることを説明するとともに、
ⅱ）その場合に必要な関係書類について具体の例を示しました。

③ ハローワークで上記①の訂正が行われるよう、上記②の手続き等について会
社に協力を求める必要があることを説明しました。
この説明等により、相談者は会社に協力を求め、会社では、ハローワークに雇

用保険被保険者資格取得（喪失）届の訂正願を提出しました。ハローワークによ
り雇用保険の被保険者資格取得日が会社入社日に訂正され、失業給付の給付期間
が240日となりました。


	スライド番号 1
	Case2　�　ポストの取集時刻が読めないので直してほしい。
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	Case4　� 木が繁茂していることで、電光掲示板が読めないので、木を切ってほしい。
	Case5　�　道路標識が倒れているので直してほしい。
	Case6　�　水路に落ちないよう落下防止策を講じてほしい。



